
有田市事故報告ガイドライン 

 

○ 介護保険事業者における事故報告について 

介護保険事業者は、サービスの提供によって事故が発生した場合は、下記の事項を遵守し、

事故の再発防止と適切な対応が求められる。 

①サービス提供により事故が発生した場合は、速やかに、有田市、当該利用者の家族、居

宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

※サービス提供には、通所サービス等の送迎・施設入所者の通院中に重大な事故が発生

した場合も含まれるものとする。 

②事故の状況及び事故に際してとった処置について記録しなければならない。 

③利用者に対するサービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速

やかに行わなければならない。 

 

 

１．報告を要する事故等 

介護保険事業者は、次の(１)～(５)に該当する事故等が発生した場合、有田市等へ速やか

に報告すること。 

事故の種類 対象事例 

（１）サービス提供中の利用者の死亡事故

又は負傷等のケガ 

（医師の診断を受け投薬、処置等何ら

かの治療が必要となった事故） 

１．従事者等の故意または過失の有無にか

かわらず、外部の医療機関で治療を受け

た場合（施設内の同程度の治療を含む。）  

※擦過傷や打撲など比較的軽易なケガは

除くが、対応に問題があった場合等は

所属長の判断で報告するもの 

２．ケガにより利用者とトラブルが発生す

ることが予測される場合及び利用者に見

舞金や賠償金を支払う場合  

３．利用者が病気等により死亡した場合で

あっても後日トラブルが生じる可能性が

認められるものは報告をするもの 

（２）食中毒及び感染症、結核等の発生 法令により保健所等へ通報が義務付けられ

ている事由の事故 

※保健所等関係機関へも報告を行い、関係



機関の指示に従う 

（３）従業者の法令違反、不祥事等の発生 利用者の処遇に影響があるもの  

例：利用者からの預り金の横領事件や利用

者の送迎時の交通事故など 

※送迎時の交通事故については、事故直後

に利用者らに負傷はなく、また第三者の

過失の割合が大きい場合であっても、サ

ービス提供中であるため報告すること 

（４）火災等の発生 火災、その他の事故等により利用者へのサ

ービスの提供に影響するもの 

※地震、風水害による被害は、別途「被害状

況報告書」又は「災害情報共有システム」

により報告する 

（５）その他事業者が報告を必要と判断す

るもの及び市町村が報告を求めるも

の 

（１）～（４）以外の事案 

例：事業所内で行われる引継等で事故報告

が必要であると判断したもの 

運営指導等で疑義が生じたもの 

 

２．報告事項及び報告様式 

（１）報告事項  

   報告事項は、次のとおりとする。  

① 事故状況（事故状況の程度、死亡に至った場合死亡年月日）  

② 事業所の概要（法人名、事業所名、サービス種別、所在地など）  

③ 対象者（氏名・年齢・性別、サービス提供開始日、保険者、住所、身体状況など） 

④ 事故の概要（発生日時、発生場所、事故の種別、発生時状況、事故内容の詳細など）  

⑤ 事故発生時の対応（発生時の対応、受診方法、受診先、診断内容など）  

⑥ 事故発生後の状況（利用者の状況、家族等への報告、連絡した関係機関、本人、家族、 

関係先等への追加対応予定） 

⑦ 事故の原因分析（本人要因、職員要因、環境要因の分析等）  

⑧ 再発防止策（手順変更、環境変更、その他の対応、再発防止策の評価時期および結果）  

⑨ その他特記すべき事項 

 

（２）報告様式 

  事故報告書様式（R3.4～） 

  有田市ホームページまたはきのくに介護 de ネットからダウンロードできます。 



３．報告の手順 

（１）事故発生時の第１報  

①事故が発生した場合は、速やかに当該利用者の家族等への連絡及び所要の関係機関

へも報告・連絡を行うとともに、少なくとも事故報告様式内の１から６の項目までに

ついて可能な限り記載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に、有田市

へ提出（報告）する。併せて、関係居宅介護支援事業者等へも連絡する。 

②利用者の死亡に至る事故など生命等に係る緊急性・重大性の高いものについては、直

ちに、有田市へ電話により第１報の報告を行い、その後速やかに報告書を提出する。

ただし、有田市が就業時間外で電話連絡が取れない場合は、有田市へ電子メールを送

信し、翌就業日に連絡する。 

③利用者の死亡に至る事故など生命等に係る緊急性・重大性の高い事故については、有

田振興局健康福祉部へも併せて報告する。 

 

（２）追加報告及び最終報告 

その後、状況の変化等必要に応じて、追加の報告を行い、事故の原因分析や再発防止

策等については、作成次第報告すること。事故処理が終了した時点で、その事故処理の

結果について有田市へ最終報告を行う。 

また、事故処理が長期化する場合には、適宜、途中経過の状況について有田市へ報告

する。 

 

 

４．報告先 

事故に係る当該利用者の保険者である有田市へ報告する。この場合において、当該事業所

等の所在地が有田市と異なる場合には、事業所等の所在する市町村へも併せて報告する。 

また、受傷した被保険者が有田市以外の保険者であるときは、当該保険者にも併せて報告

する。 

なお、報告の際は、利用者の個人情報も含まれるため、その取扱いには、十分注意するこ

と。 

 

報告先：〒６４９－０３９０ 和歌山県有田市箕島５０番地 

     有田市市民福祉部高齢介護課 

     電話：０７３７－２２－３５３８（直通） 

     メールアドレス：koreikaigo＠city.arida.lg.jp 

※個人情報の取扱いについて慎重を期すため、FAX による受け付けはしません。 



５．その他 

 事故報告の第１報については「３．報告の手順」にて「事故発生後速やかに、遅くとも５

日以内を目安に」としているが、事業所内で担当者会議や事故防止委員会等を開催し、報告

内容をまとめるために設けた日数ではない。第１報にて事故が発生したことを速やかに有

田市に連絡し、その後、担当者会議や事故防止委員会等で事故原因の分析や今後の改善策等

がまとまれば、第２報以降で報告すること。 

 事業者は、介護事故を未然に防ぐための研修等を実施するとともに、事故発生時に適切な

対応を行うための指針・対応マニュアルを整備し、職員（従業員）に周知徹底すること。  

事業者は、発生した事故について原因を分析・解明し、及び再発防止に向けての対策を講

じるとともに、関係市町村（３の（１）の③の場合には県を含む。）からより詳細な確認等

を求められた場合には再度報告を行うなど関係市町村の指示に従うこと。 


